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In this study, falling-weight impact tests for three kinds of liner plates were 
carried out to understand impact resistant performance of the plates and to 
establish its evaluation method. The impact resistant performance of the liner 
plates was investigated focusing on mid-span displacement waves, reaction force 
waves at supporting points and damage of their specimens. From this study, it is 
cleared that 1) the residual displacement (δ) of liner plate is proportional to an 
input impact energy (E), 2) the relation between its inclination (δ/E) and a static 
bending-capacity (Py) of liner plate is in a high correlation, 3) the impact resistant 
performance of bending-failure type liner plate may be evaluated quantitatively 
using the residual displacement (δ) and the static bending-capacity (Py). 
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1．緒言 

 
２００１年９月１１日に米国で発生した航空機によ

る衝突・爆破テロを契機として，我が国においても重要

な鉄筋コンクリート（RC）製構造物に対しては一定の耐

爆性を確保し，不測の事態に備える必要性のあることが

再認識されるようになった 1)．そして，RC 部材やRC 構

造物を用いた爆発実験が，各研究機関で盛んに行われる

ようになった．著者らも，これまで RC 部材や RC 構造

物を用いた爆発実験を行い，RC 板については裏面剥離

（スポール）の発生限界等が，板厚，爆薬量および爆発

距離（爆薬と RC 板との離隔距離）から予測可能な方法

を提案した 2), 3)．また，爆発荷重を受けるRC 部材および

RC 構造物の応答や損傷が，ある程度の精度で予測でき

る数値シミュレーション方法を提示した 4)-6)． 
一方，防衛施設について言えば，一定の耐爆性を確保

することが要求される重要構造物として，上述の RC 製

構造物の他に，ライナープレート 7)と呼ばれる鋼製部材

を主材に用いた可搬・組立式構造物 8)がある．RC 製構造

物は長期的な使用を目的とした構造物であるのに対し

て，可搬・組立式構造物は比較的短期的な使用を目的と

した構造物である．ライナープレートは，土木分野にお

いても道路等覆工の横坑，下水道管等の立坑，橋脚等の

仮設土留め材，集水井等の部材として一般的に使用され

ている．写真－１は，道路等覆工の横坑への使用例 9)を

示している．写真に示すように，実際の構造物は，ライ

ナープレートをボルト等の結合部材により何枚も連結

して構築している．ライナープレート単板は，波付けさ

れた薄鋼板の四辺にフランジを取り付けた構造となっ

ており，種類としては直線部材（S 形），円弧部材（C 形），

直線部と円弧部から成る部材（J 形）および矩形断面の

コーナー部材（L 形）の４種類 10)がある．いずれも，JIS 
G 3101「一般構造用圧延鋼材」に規定される SS330 材を

使用している．各々の部材に対して，2.7 mm～7.0 mm の

範囲で７種類の板厚のものが規格化されており，いずれ

も一般に市販されている． 
ライナープレートの設計法に関しては，静的荷重に対

してはコルゲート・ライナー技術協会が既にマニュアル

を策定している 10)．しかしながら，爆発荷重あるいは衝

撃荷重に対しては土木分野ではさることながら，防衛分

野でもマニュアルが策定されていないところである．し

かも，ライナープレートの耐爆性や耐衝撃性も，これま
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で体系的な検討が行われてこなかったこともあり，詳細

には明らかになっていないのが現状である． 
一方，鋼製構造物の耐衝撃設計法に関する国内の研究

については，鋼製砂防構造物の研究 11), 12)，橋梁用鋼製防

護柵の研究 13)，鋼製ロックシェッドの研究 14)等がある．

いずれも，対象とする構造物に対する衝撃実験あるいは

数値シミュレーションの実施により所要のデータを取

得し，各々の対象構造物の設計法や耐衝撃性について論

じている．さらに，諸外国ではライナープレートに形状

がより近い鋼板に対する耐爆性や耐衝撃性に関する研

究も行われている．例えば，建物に対する耐爆用途とし

ての鋼板の研究 15), 16)や，海洋構造物に関する鋼製耐爆壁

の研究 17), 18)等がある．これらも，爆発実験（衝撃実験を

含む）や数値シミュレーションを行うことにより所要の

データを取得し，耐爆性・耐衝撃性について論じている． 
本研究では，第一段階として室内レベルでの実験が容

易に実施可能な重錘落下方式による衝撃問題に着目し，

かつライナープレートの中でも最も頻繁に使用される

直線部材と円弧部材に着目して，衝撃エネルギーを受け

るこれらライナープレート単板の耐衝撃性を明らかに

するための衝撃実験を行った．また，実験結果を分析し，

ライナープレートの耐衝撃性評価が可能な方法の確立

に資するための検討も実施した．なお，ライナープレー

トの耐衝撃性は，岸ら 19)の鉄筋コンクリートはりの場合

の検討を参考に，部材の変位，支点反力および損傷状況

に着目して検討した． 
 
2．衝撃実験の概要 

 
2.1 ライナープレート 

本実験では，直線部材および円弧部材のうち，使用頻

度の極めて高い代表的なライナープレートを３種類選

定した．図－１(a)～(c)に，本実験に用いたライナープレ

ートの形状寸法を示す．(a)図および(b)図は直線部材

（各々LP-A試験体，LP-B試験体），(c)図は円弧部材（LP-C
試験体）である．(a)図と(b)図は，部材の板厚のみ異なっ

ている．前者が板厚 2.7 mm，後者が板厚 4.0 mm である．

(c)図の円弧部材は，板厚 2.7 mm である．なお，表－１

に，本ライナープレートの静的な材料特性値を一覧に示

 

 
写真－１ 道路等覆工の横坑への使用例 
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(a) LP-A（直線部材；板厚 2.7 mm） 
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(b) LP-B（直線部材；板厚 4.0 mm） 
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(c) LP-C（円弧部材；板厚 2.7 mm） 

図－１ ライナープレートの形状寸法（単位：mm） 
 

表－１ ライナープレートの静的材料特性値 

種類 
降伏応力 

(MPa) 
引張応力 

(MPa) 
伸び 
(%) 

LP-A 267 361 41 
LP-B 295 359 41 

LP-C 267 361 41 
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す．これらの特性値は，実験に用いたライナープレート

と同様のものを各々１枚ずつ準備し，各ライナープレー

トから削り出したそれぞれの試験片に対して引張試験

を行って取得した値である． 
 
2.2 実験方法 

衝撃実験は，本研究室で所有しているショックタワー

式高速度破壊装置 20)を用いて，陸上装備研究所相模原地

区で行った．写真－２(a)および(b)は，衝撃実験における

ライナープレートの設置状況を示したものである．(a)図
が直線部材であるLP-A 試験体（板厚 2.7 mm）を用いた

場合で，(b)図が円弧部材である LP-C 試験体（板厚 2.7 
mm）を用いた場合である．なお，図－２には，LP-A 試

験体の場合を例に，ライナープレート，支点治具および

支持架台の形状寸法を示している． 
写真および図のとおり，いずれの場合も，ライナープ

レートは支点反力測定用のロードセルが片側に３個ず

つ組み込まれた鋼製の支点治具の支持部上に設置して

いる．なお，LP-C 試験体の場合には，ライナープレート

と支点治具が直交するよう対処するため，治具回転部を

鉛直方向に対して 27.5°傾けている．また，部材の支点

部上縁には，跳ね上がりを防止するためのストッパーが

設置されている．支点間のライナープレートの長さは，

部材の種類によらず 1.2 mを基本とした．後述するが，

直線部材であるLP-A，LP-B 試験体の場合には，1.4 mの

長さも設定した．支点治具全体は，治具回転部の中心で

回転が可能な構造となっている．支持架台は，試験施設

内のカウンターマス 20)と呼ばれる基礎上に固定している．

衝撃実験は，質量 125 kg の鋼製重錘を所定の高さまで吊

り上げ，部材のスパン中央部に一度だけ自由落下させる

単一載荷方法により行った．重錘は先端部直径が155 mm
の円柱形状のものである．重錘の先端部は平坦であるが，

重錘は発射管内を垂直な姿勢を保持して落下する構造

となっているため，部材に対して特に斜めに衝突するよ

うな肩当たりは発生しない． 

 発射管 

重錘 

ﾚｰｻﾞ式変位計

ﾗｲﾅｰﾌﾟﾚｰﾄ 

治具回転部 

治具支持部 

ｽﾄｯﾊﾟｰ 

ﾛｰﾄﾞｾﾙ 

    

1.2m

 

(a) LP-A（直線部材；板厚 2.7 mm）の場合     (b) LP-C（円弧部材；板厚 2.7 mm）の場合 

写真－２ ライナープレートの設置状況 
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(a) 上面図 
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図－２ ライナープレート，支点治具および支持架

台の形状寸法（LP-A の場合の例） 
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支点間のライナープレートの長さが 1.2 mの場合には，

実験時にライナープレートのスパン中央部における幅

中心位置（下側が凸の部分）の変位波形および支点部に

発生する支点反力波形を計測した．変位波形の測定には，

ストローク±100 mmで最大応答周波数 915 Hzのレーザ

式変位計を用いた．支点反力波形の測定には，容量 250 
kN／個，最大応答周波数 2.4 kHz の起歪柱型のロードセ

ルを用いた．ここで，支点反力とは，各々のロードセル

から得られた力を合算した力をいう．また，アンプおよ

び記録装置には，それぞれKYOWA 社製 のCDV-700（最

大応答周波数：500 kHz)，EDX-2000A（最大サンプリン

グ周波数：200 kHz)を用いた．データのサンプリングタ

イムは 20 µs とし，計測時にフィルター処理は特に施さ

なかった．計測終了後，支点反力波形はノイズ除去のた

め，５点の矩形移動平均を施し平滑化処理を行った．な

お，実験終了後には，実験に用いた全てのライナープレ

ートの損傷状況を写真に記録するとともに，ライナープ

レートのスパン中央部の残留変位をノギスを用いて計

測した．ノギスによる計測結果は，後述する変位波形の

残留成分にほぼ対応していることを確認している． 
 
2.3 実験ケース 

表－２に本実験ケースを示す．ケース１～５は，各々

LP-A 試験体，LP-B 試験体および LP-C 試験体を用いた

実験ケースである．最初に，ケース１～３について言及

すると，これらの実験は全て支点間のライナープレート

の長さが 1.2 mの条件の下，３種類の重錘の衝突速度を

与えて実施している．ここで衝突速度は，衝突時に生じ

るライナープレートの最大変位量が用いた変位計の容

量（±100 mm）を超えないように，かつ入力衝撃エネル

ギーでみた場合に，３つのエネルギー値が概ね等間隔に

並ぶように配慮して決めた．ただし，ケース３について

は，支点治具を斜めに傾けた実験条件であることから，

衝突速度は実験時の安全性に配慮してケース１および

２の場合よりも若干小さく設定した．なお，実験の再現

性を確認するために，実験は各ケースのそれぞれの衝突

速度に対して２回ずつ実施している． 
次に，ケース４，５について述べると，実験終了後の

ライナープレートのスパン中央部における残留変位の

み計測することを目的として，実験は支点間のライナー

プレートの長さが 1.4 mの条件の下，１種類の衝突速度

で行っている．また，試験体数の都合により同条件の実

験は１回のみとしている． 
 
3．実験結果 

 
3.1  変位波形 

図－３は，ケース１～３の各衝突速度におけるスパン

中央部の変位波形を示したものである．各々の図中には，

２回の同条件の実験から得られた波形を併せて示して

いる．また，図中の横軸の時間は，重錘がライナープレ

ートに衝突した時間を40 msとして200 msまで取って整

理している．これは，以降に述べる支点反力波形の場合

も同様とした． 
図より，実験ケースおよび衝突速度によらず，１回目

と２回目の変位波形は両者でほぼ同様の分布となって

いることが認められる．これは，本衝撃実験の再現性が

高いことを意味している．波形の詳細をみると，いずれ

の場合も，波形は正弦波状の半波を呈した後，一定の残

留変位を有した状態で自由振動している様子が認めら

れる．また，初期の半波で発生する最大変位およびその

後の残留変位が，各ケースとも衝突速度の増大とともに

大きくなっていることも確認できる．さらに，初期の半

波の継続時間が，衝突速度の増大に伴い長くなっている

様子も認められる．これは，衝突速度の増大とともにラ

イナープレートの塑性化の度合いが著しくなったため

と考えられる． 
 
3.2  支点反力波形 

図－４は，同じくケース１～３の各衝突速度における

支点反力波形を示している．ここでも，各々の図中には，

２回の同条件の実験から得られた波形を併せて示してい

る．図より，ケース２のV=0.9 m/s，ケース３のV=3.8 m/s
およびV=5.4 m/sの約70 ms以降の波形分布を除き，ここ

でも実験ケースおよび衝突速度によらず，１回目と２回

目の支点反力波形は両者でほぼ同様の分布となっている

ことが認められる．波形の詳細をみると，支点反力波形

は，いずれの場合も変位波形に類似した正弦波状の半波

を呈した後，負側に推移した状態で持続している様子が

認められる．反力が負側に移行する理由は，跳ね返り防 

表－２ 実験ケース 

実験 
ケース 

ライナープレー

トの種類 

重錘の衝

突速度V 
(m/s) 

入力衝撃エネ

ルギー※1E (kJ)

0.9 0.051 

4.6 1.323 ケース１ 
LP-A 

（直線部材； 
板厚 2.7 mm） 6.5 2.641 

0.9 0.051 
4.6 1.323 ケース２ 

LP-B 
（直線部材； 
板厚 4.0 mm） 6.5 2.641 

0.8 0.040 

3.8 0.903 ケース３ 
LP-C 

（円弧部材； 
板厚 2.7 mm） 5.4 1.820 

ケース４※2 ケース１に同じ 6.5 2.641 

ケース５※2 ケース２に同じ 6.5 2.641 

※1 入力衝撃エネルギーE(kJ)は，重錘質量125(kg)に表中のV(m/s)
の値の二乗を乗じて 2で除して算出している． 

※2 支点間のライナープレートの長さを 1.4 m としたケースであ

る．他は全て1.2 m（基本長）である． 
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(a) ケース１          (b) ケース２           (c) ケース３ 

図－３ スパン中央部の変位波形 
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(a) ケース１          (b) ケース２            (c) ケース３ 

図－４ 支点反力波形 

（ア） V=0.9 m/s

（イ） V=4.6 m/s

（ウ） V=6.5 m/s

（ア） V=0.9 m/s

（イ） V=4.6 m/s

（ウ） V=6.5 m/s

（ア） V=0.8 m/s

（イ） V=3.8 m/s

（ウ） V=5.4 m/s
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止用のストッパーを設置する際に，このストッパーを大

型の六角ボルトによりライナープレートおよびロードセ

ルに対して垂直に締め付け，かつこの状態で各ロードセ

ルの力を零点に設定しており，重錘落下時の衝撃によっ

てこの締め付け力の解放された分の力が負の成分として

現れたためと考えられる． 
また，支点反力の場合には，変位波形の場合と異なり，

衝突速度の増加に伴う最大支点反力の明確な増大が認め

られないケースがある．すなわち，ケース１および２の

場合には，衝突速度V=4.6 m/sとV=6.5 m/sの最大支点反力

がほぼ同程度になっている．また，ケース３の場合にも，

後述の図－６からも分かるように，V=3.8 m/sからV=5.4 
m/sへの最大支点反力の増分は，V=0.8 m/sからV=3.8 m/s
の増分に比べて小さくなっている．これは，RC構造物に

よる衝撃現象21)においてみられた傾向に類似している．

しかしながら，初期の半波の継続時間は，変位波形の場

合と同様に衝突速度の増大に伴い長くなっている． 
 
3.3  損傷状況 

写真－３(a)～(c)は，同じくケース１～３の各衝突速度

における実験終了後のライナープレートの損傷状況を示

している．ここでは，本衝撃実験の再現性が高かったこ

とを鑑みて，１回目の実験の損傷状況のみを代表させて

示している．また，写真－３(d)，(e)はケース４および５

の実験終了後のライナープレートの損傷状況を，写真－

３(f)はライナープレート上面からみたスパン中央部の重

錘衝突に伴う局部損傷の一例（ケース１の衝突速度

V=6.5m/sの場合）を示している． 
(a)～(c)の写真より，いずれのケースにおいても，ライ

ナープレートの残留変位は衝突速度の増加に伴い大きく

なっている様子が認められる．また，その量はスパン中

央部で最も大きく，支点部に向かうに従って小さくなっ

ている様子も確認できる．さらに，(d)，(e)に示すケース

４および５においても，残留変位はスパン中央部で最も

大きく，支点部に近づくに従って徐々に小さくなる性状

を示していることがみてとれる．これより，本ライナー

プレートは，(f)に示されるようにライナープレートのス

パン中央部に若干のへこみが生じるものの，全体的には

曲げの変形モードが卓越した状態で損傷しているものと

判断される．なお，本実験に用いた装置の構造上，ライ

ナープレート中央部の全幅に対して直接の衝撃力は作用

しないが，二辺支持の実験条件も相まって，ライナープ

レートはいずれのケースでもスパン中央部で角折れする

損傷が支配的であり，全体的には梁に近い曲げ変形を呈

していると思われる．  
 

   
（ア） V=0.9 m/s                    （ア） V=0.9 m/s 

   
（イ） V=4.6 m/s                    （イ） V=4.6 m/s 

   
（ウ） V=6.5 m/s                    （ウ） V=6.5 m/s 

(a) ケース１                   (b) ケース２ 
 

 
（ア） V=0.8 m/s 

 
（イ） V=3.8 m/s 

 
（ウ） V=5.4 m/s             (f) 上面からみたスパン中央部の損傷の一例 

(c) ケース３                （ケース１のV=6.5 m/s の場合） 

写真－３ 実験終了後のライナープレートの損傷状況 
 

(d) ケース４（V=6.5 m/s） 

(e) ケース５（V=6.5 m/s） 
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3.4  残留変位－衝撃エネルギー関係および最大支点反

力－衝撃エネルギー関係 

本節では，ライナープレートの耐衝撃性について検討

する．検討は，文献１９）を参考に，各ライナープレー

トに対して縦軸にライナープレートのスパン中央部の

残留変位δ および支点部に発生する最大支点反力 R を取

り，横軸に衝撃エネルギーE を取って行う．なお，変位

に関しては，最大応答変位で整理する方法も考えられる

が，ここでは文献１９）にならい，実験終了後でも計測

することが可能な残留変位に着目して整理することと

した． 
図－５は，ライナープレートの残留変位と衝撃エネル

ギーの関係を示している．図中，各ケースのそれぞれの

衝撃エネルギーにおけるプロット値は，実験終了後に計

測したライナープレート中央部の残留変位を示してい

る．また，ケース１～３については，実験誤差の影響を

なるべく小さくして検討することを考慮して，同条件の

結果を平均して示している．図より，ケース１～３につ

いてみると，実験ケースによらず，残留変位は衝撃エネ

ルギーの増加とともに線形的に増大していることが分

かる．図中の各破線は，残留変位と衝撃エネルギーの関

係を最小二乗法により直線近似した結果である．また，

図中の数値は，各直線の勾配を表している．この勾配を

α とすると，残留変位δ と衝撃エネルギーEの関係は式(1)
で与えられる． 
 

δ = α×E                (1) 
 
ここで，δ は残留変位（m），E は衝撃エネルギー（kJ）
および α は単位エネルギー当たりの残留変位に係る係

数（kN-1）である．なお，ケース１～３の結果を踏まえ，

ケース４およびケース５のαを各々のプロット値と原点

をとおる直線として求めると，それぞれα=0.0265（ケー

ス４の場合），α=0.0134（ケース５の場合）と算出される． 

図－６は，ライナープレートの最大支点反力と衝撃エ

ネルギーの関係を示している．図中のプロット値は，こ

こでも実験誤差の影響をなるべく少なくすることを目的

として，同条件の実験波形を単純に加算して２で除した

平均波形の最大値で示している．なお，ケース４，５に

ついては，応答波形を計測していないことより示してい

ない．図より，いずれの実験ケースについても，最大支

点反力は衝撃エネルギーと線形的な関係にはないことが

分かる．特に，ケース２の場合には，最も大きい衝撃エ

ネルギーにおける最大支点反力は，一段小さい衝撃エネ

ルギーのそれよりむしろ若干小さく示されていることが

みて取れる．これは，支点部に作用する反力がライナー

プレートを介して伝達されることを踏まえると，ライナ

ープレートが動的耐力に近づくと支点部に作用する力も

入力される衝撃エネルギーに比例して増大しなくなるこ

とに対応しているものと考えられる．いずれにしても，

このように最大支点反力と衝撃エネルギーの関係は線形

関係にないため，定式化の可能性も含めて両者の関係を

把握するためには，更なる実験データの蓄積が必要であ

ると考えられる． 
 
3.5  ライナープレートの耐衝撃性評価の方法 

本節では，ライナープレートの耐衝撃性評価の方法に

ついて検討する．前節の検討より，ライナープレートの

スパン中央部の残留変位δ と衝撃エネルギーE の関係は

式(1)で与えられることが分かった．ここで，さらに，式

(1)中の単位エネルギー当たりの残留変位に係る係数α 
が，形状や板厚が任意のライナープレートに対して統一

的な指標を用いて算出されるならば，ライナープレート

の耐衝撃性評価も残留変位を規定することで実施可能

になると考えられる．そこで，3.3 節において本実験にお

けるライナープレートの損傷が曲げ卓越型であったこ

とから，岸ら 19)の研究を参考に，ライナープレートの静

的曲げ耐力に着目して，縦軸にα (kN-1)を，横軸に静的曲
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図－５ 残留変位と衝撃エネルギーの関係       図－６ 最大支点反力と衝撃エネルギーの関係 
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げ耐力 Py (kN)を取って両者の関係を調べることとした． 
各ライナープレートの静的曲げ耐力 Pyは，最初に式(2)

より部材の曲げモーメントM を算出し，次に算出した曲

げモーメントを例えば直線部材の場合には式(3)に代入

して求めた． 
 

σ = (M×y) / I                 (2) 
 

Py = (4×M) / (1000×L)             (3) 
 
ここで，σは曲げ応力度(N/mm2)，M は曲げモーメント

(N・mm)，y は中立軸から部材下面の凸部表面までの距

離(mm)および I は断面二次モーメント(mm4)である．ま

た，Pyは静的曲げ耐力(kN)，L は支点間の距離(mm)であ

る．式(2)中のσは表－１中の降伏応力σy で与え，I と y
は文献１０）の値で与えた．すなわち，I はLP-A とLP-C
試験体に対して 7.05×105(mm4)，LP-B 試験体に対して

1.05×106(mm4)を与えた．また，y は LP-A と LP-C 試験

体に対して 30.65(mm)で与え，LP-B 試験体に対して

31.15(mm)で与えた．なお，LP-C 試験体を用いたケース

３については，ライナープレートと支点治具を二次元の

有限要素梁モデルとして簡易にモデル化して，

AUTODYN22), 23)と呼ばれるソフトウェアに装備されてい

る擬似静的解析ツールを利用して所要の静的曲げ耐力

を求めた．ケース１，２，３，４および５の静的曲げ耐

力は，各々20.5 (kN)，33.1 (kN)，21.0 (kN)，17.5 (kN)およ

び 28.4 (kN)である． 
図－７は，ケース１～５の単位エネルギー当たりの残

留変位に係る係数とライナープレートの静的曲げ耐力

の関係を示している．図中，ケース４およびケース５の

単位エネルギー当たりの残留変位に係る係数α の値は，

前述したとおりそれぞれα=0.0265，α=0.0134 で与えてい

る．図より， α は静的曲げ耐力 Pyの増加に伴い減少して

いることが分かる．図中，破線は全プロット点を最小二

乗法により曲線近似した結果である．この曲線は式(4)で
表され，各々の関係には高い相関のあることが認められ

る．なお，本研究の範囲では，円弧部材についても直線

部材と同様のα－Py の曲線上にのることが示されている

が，円弧部材に関しては今後データを増やしてさらに詳

しく調べていきたいと考えている． 
 

α = 2 / Py
1.5                (4) 

 
ここで，α は単位エネルギー当たりの残留変位に係る係

数 (kN-1)および Pyは静的曲げ耐力 (kN)である． 
次に，式(4)を式(1)に代入して整理すると，式(5)が得ら

れる． 
 

E = (δ×Py
1.5) / 2              (5) 

 
ここで，E は衝撃エネルギー (kJ)，δ は残留変位 (m)お
よび Pyは静的曲げ耐力 (kN)である．式(5)は，ライナー

プレートの限界状態を残留変位で規定することにより，

ライナープレートの種類に応じて，各部材が抗たんする

限界の衝撃エネルギーが評価できる式になっており，損

傷が曲げ卓越型となるライナープレートの耐衝撃性評

価が可能な式になっている．ただし，式(5)中の数値パラ

メータについては現段階では実験数も少なく，その信頼

性についてはまだ検討の余地があると考えている． 
 
4. まとめ 

 

本研究では，第一段階として室内レベルでの実験が容

易に実施可能な重錘落下方式による衝撃問題に着目し，

かつライナープレートの中でも最も頻繁に使用される

直線部材と円弧部材に着目して，衝撃エネルギーを受け
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図－７ 単位エネルギー当たりの残留変位に係る係数と静的曲げ耐力の関係 
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るこれらライナープレート単板の耐衝撃性を明らかに

するための衝撃実験を行った．また，実験結果を分析し，

ライナープレートの耐衝撃性評価が可能な方法の確立

に資するための検討も実施した．本研究の範囲内から得

られた結果は，以下のとおりである． 
(1) ライナープレートの残留変位(δ)と入力衝撃エネルギ

ー(E)は線形関係にある． 
(2) ライナープレートの支点部に生じる最大支点反力(R)

と入力衝撃エネルギー(E)は線形関係にない． 
(3) 残留変位と入力衝撃エネルギーの勾配(δ/E)は，静的

曲げ耐力(Py)と高い相関関係にある． 
(4) 損傷が曲げ卓越型となるライナープレートの耐衝撃

性は，ライナープレートの残留変位(δ)および静的曲

げ耐力(Py)を用いて評価できる可能性がある． 
 今後，実験ケースを増やして信頼性の高い評価式の構

築を図るとともに，さらに大きい衝撃エネルギーが作用

する場合についても同様の検討を行いたいと考えてい

る．また，ライナープレートが爆発エネルギーを受ける

場合に関しても，本研究と同様な方法による耐衝撃性評

価が可能かどうかを検討したいと考えている． 
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